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2016年1月28日 

2月の注目イベント 

2016年2月の注目イベントは？ 

日米ユーロ圏の金融政策定例会合はお休みの月となります。日米欧の実質
GDP成長率や各国・地域の物価などから次の政策を展望する月となりそうです。 

(注)2016年1月28日現在。日付は現地時間。予想はすべて三井住友アセットマネジメント。上表は予定であり変更される場合があります。 
(出所)各種報道等より三井住友アセットマネジメント作成 

●各国・地域の経済指標、金融政策決定会合等イベントの予定(2016年2月)

米国 欧州 中国・アジア・その他 日本 国際会議・イベント等

2/1:1月ISM製造業指数

2/3:1月ISM非製造業指数

2/5:1月雇用統計、12月貿易

収支

2/1:1月マークイットユーロ圏製

造業PMI

2/2:12月ユーロ圏PPI(生産者

物価)、12月ユーロ圏失業率

2/4:英国中央銀行(BOE)金融

政策委員会((予)据え置き)

2/8:2月独鉱工業生産指数

2/1:中国1月製造業PMI

2/2:豪州準備銀行(RBA)理事

会((予)据え置き)

2/3:タイ中央銀行金融政策決

定会合((予)据え置き)

2/4:メキシコ金融政策決定会合

((予)据え置き)

2/1:1月日経日本PMI製造業

2/3:1月消費者態度指数

2/5:12月景気先行指数

2/8:12月貿易収支、12月毎

月勤労統計

2/1:米国民主党アイオワ州党

員集会、米国共和党アイオワ州

党員集会

2/4～:オバマ大統領 環太平洋

パートナーシップ協定(TPP)署名

が可能に。各国も署名か

2/7-13:中国 旧正月(春節)

2/12:2月ミシガン大学消費者セ

ンチメント指数(速報)、1月小売

売上高

2/17:1月新規住宅着工件数、

FOMC議事録(1/26～27日開

催分)

2/19:1月消費者物価指数

2/11:ユーロ圏財務相会合

2/12:10-12月期実質GDP(速

報)((予)前期比年率＋1.1％)

2/15:12月ユーロ圏貿易統計

2/18-19:EU首脳会合

2/19:2月ユーロ圏消費者信頼

感

2/11:フィリピン金融政策決定会

合((予)据え置き)

2/15:中国1月貿易収支

2/16:韓国金融政策決定会合

((予)据え置き)

2/17:インドネシア金融政策決定

会合((予)据え置き)

2/18:中国1月CPI、PPI

2/15:10-12月期実質GDP(速

報)((予)前期比年率+0.1％)

2/17:12月機械受注、1月百

貨店売上高、1月訪日外客数

2/18:1月貿易収支

2/23:1月中古住宅販売件数

2/24:1月新築住宅販売件数

2/29:10-12月期実質GDP

((予)前期比年率＋0.3％)

2/22:2月マークイットユーロ圏製

造業PMI(速報)

2/23:2月独IFO企業景況感

指数

2/25:1月ユーロ圏CPI、3月独

GfK消費者信頼感

2/23:トルコ金融政策決定会合

((予)据え置き)

2/26:中国1月70都市不動産

価格

2/22:2月日経日本PMI製造

業(速報)、1月スーパー売上高

2/24:2月中小企業景況判断

2/26:1月CPI

2/29:1月鉱工業生産、1月小

売売上高

ここがポイント

3月の利上げの可能性を探る展

開。世界経済や金融市場の落ち

着きにも目を配りつつ、雇用、貿

易、消費、住宅等主要統計で米

経済の安定性を確かめたい。

ユーロ圏はドイツの個人消費を

中心に好調。原油価格の年初

からの下落を受け、1月のCPIが

ゼロ近辺まで低下する可能性が

ある。3月の追加緩和の可能性

が高まろう。

中国では2月は主要統計の発表

のない月ではあるが、15日の貿易

収支、18日のCPI、PPIで景気の

回復度合いを確認したい。主要

国の金融政策は据え置きを予

想。

円高の進展、原油価格の下落

等と外部環境が変化する過程

で、日本経済にどのような影響が

出ているかを確認することとなろ

う。10-12月期のGDPは辛うじ

てプラスになると予想。

米大統領予備選がスタート。2

月4日以降はオバマ大統領が

TPP署名が可能となり、他国

(11カ国)も署名する方向へ。

(注)2016年1月28日現在。日付は現地時間。予想は三井住友アセットマネジメント。上表は予定であり変更される場合があります。


